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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  213,074  212,049  -  -  -  151,618  56,010  4,421  - 1,025 

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

本

体

分

1 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯生活
支援給付金
給付事業
【低所得者
世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 56,010 56,010 56,010 

①コロナ禍における物価高騰の影響を強く受ける低所得世帯の
生活を支援するため、給付金を支給する。
②負担金、補助及び交付金
③給付対象世帯1867世帯×30千円＝56010千円
④令和５年度分の住民税非課税世帯

－ － ○ － R5.6 R5.10 支給件数　　1900件 HP、広報紙 R5補正（地）

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

事

務

費

2 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯生活
支援給付金
給付事業
(事務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 4,421 4,421 4,421 

①コロナ禍における物価高騰の影響を強く受ける低所得世帯の
生活を支援するための給付金を支給するための事務を行う。
②需用費、役務費、委託料
③需用費108千円、役務費1,167千円、委託料3,146千円
計　4,421千円
④令和５年度分の住民税非課税世帯 － － ○ － R5.6 R5.10 支給件数　　1900件 HP、広報紙 R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ －
医療機関等
物価高騰対
策補助金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

5,600 5,600 5,600 

①コロナ禍における物価高の影響を受ける医療機関等に対し、
物価高騰による負担を軽減する為、補助金を支給する。
②補助金
③100床以上対象2先×500,000、病床なし9先×200,000
   歯科11先×200,000、薬局6先×100,000　　計5,600,000
④町内の厚生労働省の保険医療機関・保険薬局の指定医療機
関

－ － － － R5.7 R5.10 支給件数２8件 HP R5補正（地）

8 R4 単 ○ －

介護・障害
福祉施設物
価高騰対策
補助金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

8,900 8,900 8,900 

①コロナ禍における物価高の影響を受ける介護・障害福祉施設
に対し、物価高騰による負担を軽減する為、補助金を支給する。
②補助金
③訪問系11先×100,000、通所系14先×200,000、入所系(50人
未満)8先×300,000、(50以上～100未満)4先×400,000、(100人以
上)
2先×500,000
④町内の介護サービス事業所等

－ － － － R5.7 R5.10 支給件数39件 HP R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

私立こども
園電気料金
等高騰対策
補助金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

300 300 300 

①コロナ禍における物価高の影響を受ける町内私立こども園に
対し、電気料金等の高騰分相当の補助を行う。
②補助金
③町内私立認定こども園１園×300千円＝300千円
④町内の私立認定こども園　1園

－ － － － R5.5 R6.3 支給件数1件 HP R5補正（地）

小計　交付限度額⑨＋⑩

74,666                                                                                            

-                                                                                                    

3,624                                                                                                 国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                      

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

56,010                                                                                               

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

1,044                                                                                                 

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

-                                                                                                                                   

151,618                                                                                                                          

-                                                                                                                                   

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

74,666                                                                                            

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                    -                                                                                                                                   

小計　交付限度額①＋②＋③ -                                                                                                      

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

-                                                                                                    

135,344                                                                                             

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

-                                                                                                    

-                                                                                                    

797                                                                                                

配分予定額計 135,097                                                                                           

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

4,421                                                                                              

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

56,010                                                                                            

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

74,666                                                                                            

74,666                                                                                            4,421                                                                                                                             

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 4,421                                                                                                                             

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                      既配分額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                      

-                                                                                                      somu@town.tarui.lg.jp

0584-22-1151(209)

交付対象経費

-                                                                                                                                   地方単独事業費

地方単独事業費

3,624                                                                                              74,666                                                                                               

21361

谷野　宏和

総務課

-                                                                                                    

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

43,491                                                                                            担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

-                                                                                                      

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

4,668                                                                                                 

岐阜県

垂井町

基金
特定事業者等

支援

-                                                                                                    

-                                                                                                    

-                                                                                                    

43,491                                                                                               

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

-                                                                                                    

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

12,519                                                                                               

-                                                                                                    

12,519                                                                                            

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                   

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 151,618                                                                                                                          

地方単独事業費

56,010                                                                                                                            

56,010                                                                                                                            

国庫補助事業費

-                                                                                                                                   
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

Ｂ４
成果目標（可能な限り定量的指

標を設定）
地域住民への周知方法（HP,広報

紙など）
参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

10 R4 単 ○ － ごみ袋配布
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

　
2022年度の消費者物価指数は前年度よ
り3.0％上昇し、41年ぶりの上昇幅となっ
た。物価高騰による影響は、町内すべて
の住民に及んでおり、町全体に対して早
急な対策が必要である。
　そのような状況で本事業を行うことで、
住民への直接的な支援として、社会経
済活動の負担軽減が図られ、当該費用
分を他の消費に活用することが可能に
なるなど、消費の下支えに寄与する。ま
た、低所得世帯・子育て世帯・LPガス世
帯（当町のほぼ全域が都市ガス区域外）
に対する支援を同時に行うことができる
ため、本来行政が担うべき「公平・公正
なサービスの提供」に資する事業となっ
ている。なお、前年度に同様の事業を実
施しており、事務費を最低限に抑えなが
ら迅速な支援を実施することができる。
そのため、国の推奨事業メニューより高
い効果が得られると考えている。

5,292 5,292 5,292 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける全ての町民に対
し、町の指定ごみ袋を1世帯につき10枚配付する。
②一般廃棄物処理手数料、需用費（印刷製本費）、役務費（通信
運搬費）
③一般廃棄物処理手数料4,404千円、ごみ袋引換券作成費用
286千円、ごみ袋引換券郵送費用602千円
④町内全世帯（希望者）

－ － － － R5.5 R5.9 窓口等における良好な評価80%以
上

HP、ハガキ R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

小中学校給
食費無償化
事業(4月～9
月）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

46,963 46,963 46,963 

①コロナ禍における物価高騰の影響を強く受ける子育て世帯の
生活を支援するため、町内小中学校に通う児童の給食費を5ヶ
月分無償化する。※教職員は対象外
②給食費無償化補助金
③小学校4,500円×6254人＋2,500円（転出・転入）＝28,145千
円、中学校5,000円×3763人＋2,820円（転出・転入）＝18,818千
円
④町内在住の小中学校に通学する児童の保護者（給食費負担
者）

－ － － － R5.4 R5.9 支給件数2,000件 HP R5当初（地）

12 R4 単 ○ －

小中学校給
食費無償化
事業（10月
～3月）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

58,036 58,036 58,036 

①コロナ禍における物価高騰の影響を強く受ける子育て世帯の
生活を支援するため、町内小中学校に通う児童の給食費を6ヶ
月分無償化する。※教職員は対象外
②給食費無償化補助金
③小学校4,500円×7,619人＝34,286千円、中学校5,000円×
4,750人＝23,750千円
④町内在住の小中学校に通学する児童の保護者（給食費負担
者）

－ － － － R5.10 R6.3 支給件数2,000件 HP R5当初（地）

13 R4 単 ○ －
物価高騰分
に係る賄材
料費

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

10,969 9,944 9,944 1,025 

①コロナ禍におけいて食材費が高騰することにより、物価高騰に
より子育て世帯の負担が増していることから、当該事業により物
価高騰分を補助することで、保護者負担を増やすことなく充実し
た給食の提供を行う。
②補助金（教職員は除く）
③月450円×2,009人×11ヶ月＝9,944,550円（人数は12月実績に
よる）
④小中学生の保護者、小中学生

－ － － － R5.4 R6.3 支給件数2,009件 HP R5補正（地）

14 R4 単 ○ －
プレミアム商
品券発行補
助事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

11,200 11,200 11,200 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、昨今の急
激な物価高騰の影響を受けた生活者に対して消費の下支えを
行うため、10%のプレミアム付き商品券を10,000冊発行する。
②補助金（垂井町商工会が発行するプレミアム商品券のプレミア
ム分の90%、換金手数料等事務経費の2%)
③プレミアム商品券 販売価格10,000円(11,000円分)を10,000冊
発行
プレミアム分1冊1千円×90%×10,000冊＝9,000千円、手数料分
発行総額110,000千円×2%＝2,200千円
④垂井町商工会、町民

－ － － － R5.4 R6.3 使用率(換金率) 98% 町HP、広報、チラシ、商工会HP R5当初（地）

15 R4 単 ○ －
長寿お祝い
商品券発行
時行

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

5,383 5,383 5,383 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰
で影響を受けた高齢者に対して、外出機会の創出と地域経済の
活性化に資することを目的として、長寿祝い商品券を支給する。
②補助金
③対象4,349人×1,000円＝4,349千円、郵送料1,034千円
④79歳以上の住民

－ － － － R5.6 R6.3 該当者への配布率100％ HP R5当初（地）

16 － － － －
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Ｎｏ 基金の名称 実施計画上のＮｏ
交付金を充当して積立てた基金を取崩し
て実施する具体的な事業内容、充当経費

取崩
始期

取崩
終期

基金に交付金を
積立てる額

（様式のB交付対象経費欄
の内数）

基金の要件
（事務連絡２（２）②に
定めるイ、ロの別）

事務連絡２（２）②に
定めるロに該当する事
情

備考

合計 0

1

2

3

4

5

6

7

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画【基金調べ】
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Ｎｏ 基金の名称 実施計画上のＮｏ
交付金を充当して積立てた基金を取崩し
て実施する具体的な事業内容、充当経費

取崩
始期

取崩
終期

基金に交付金を
積立てる額

（様式のB交付対象経費欄
の内数）

基金の要件
（事務連絡２（２）②に
定めるイ、ロの別）

事務連絡２（２）②に
定めるロに該当する事
情

備考

8

9

10

11

12

13

14

15



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画　チェックリスト 都道府県・市町村名 岐阜県垂井町

担当部局課名 総務課

担当者氏名 谷野　宏和

地方公共団体の職員の人件費（新型コロナウイルス対応のための体制拡充等及
び雇い止めや内定取り消しにあった者等の一時的な雇用に必要となるもの（任期
の定めのない常勤職員の給料分を除く）を除く）

用地の取得費

貸付金・保証金（繰上償還による保証金の過払い相当分の返金に伴う国庫返納を
要するもの。利子補給または信用保証料補助は除く）

事業者等への損失補償（協力金等は除く）

感染症対応と関連しない施設の整備自体を主目的とするもの

○
基金対象事業について、地方単独事業（検査促進枠の地方負担分に充当する場合
を除く）となっているか

フィルターで絞り込みがなされていないか。 ○

コピー＆ペーストやオートフィル機能により、プルダウンより選択する項目について、
選択肢外の記載がされていないか。

○

補助・単独に記載が無いのに、他の項目が記載されていないか

基金対象事業について、基金シートに記載されているか ○

事業の始期がきちんと入力されているか
(国庫補助事業等の地方負担分に充当する事業は令和５年１月以降を選択できます）

○

事業の終期が事業の始期より前に設定されていないか ○

予算区分が国庫補助事業又は地方単独事業と対応しているか ○

事業の終期がきちんと入力されているか
（基金事業を除いて終期が令和６年４月以降とすることはできません）

○

「成果目標」及び「住民への周知方法」欄への記入されているか ○

検査促進枠の地方負担分に充当、特定事業者等支援、個人を対象とした給付金等、
基金が選択されているか

○

コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する生活者や事業者に対する支援が
選択されているか

○

交付金の区分がきちんと選択されているか ○

○

交付対象経費が0より大きくなっているか。また、小数点以下の数値が入力されてい
ないか

○

コロナ感染症への対応として必要な事業、経済対策との関係、対象外経費に臨時交
付金を充当していないが選択されているか

○

コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する生活者や事業者に対する支援に
該当する通常分事業について、Ｂ３またはＢ４に交付対象経費が記載されていないか

○

○
重点交付金について、種類がきちんと選択されているか（通常分交付金を活用する事
業については-が選択されているか）ただし、No.1～No.6の事業については、、記入要
領等に示しているとおり記載している

種類において⑨推奨事業メニューよりも更に効果があると考える支援を選択した事業
について、その理由を記載しているか

チェック結果

未チェック箇所があります。

地方単独事業の事業費に国庫補助額が記載されていないか ○

（基金調べについて）令和５年度末までに事業着手する事業が記載されているか、ま
た、基金の要件②イに該当する事業については、取崩終期が令和10年度末まで、②
ロに該当する事業については令和７年度末までとなっているか

○

システムチェック欄

国庫補助事業の地方負担分について、交付金事業の名称が、制度要綱別表に記載
された名称と一致しているか

○

交付対象事業として以下のものを計上していないか

自治体名、担当者、連絡先、既配分額、交付限度額等必要事項が記入されているか

○

○
すべての事業において、事業の概要の①目的・効果に、新型コロナウイルスとの関連
性について明記されているか（例：新型コロナウイルス感染拡大防止のため～、新型
コロナウイルスの影響を受ける～　等）

国庫補助事業と地方単独事業の別に間違いが無いか（制度要綱別表に掲載された
事業の裏負担に充てる場合以外はすべて地方単独事業。なお、制度要綱別表に掲
載された事業以外の国庫補助事業等の地方負担に臨時交付金は充てられないこと
に留意すること。）

コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する生活者や事業者に対する支援に
該当しない事業について、Ｂ２、Ｂ３またはＢ４に交付対象経費が記載されていないか

○

交付対象経費について、Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３、Ｂ４のうち複数箇所に記載されていないか
（同一事業に複数の予算を充当する場合、別の行に分けて記載する。ただし、事業
No.1～No.6については、記入要領等に示しているとおり記載している。

○
低所得世帯支援枠を活用しない重点交付金分事業について、Ｂ１、Ｂ２またはＢ４に
交付対象経費が記載されていないか

低所得世帯支援枠を活用する事業がきちんと選択されているか ○

○

地方単独事業

○

○

○

全事業について確認した結果間違いなければ「○」を選択してください。
システムチェック欄は全て○であることを確認してください。

共通

実施計画の様式は、最新のものか（実施計画タイトルが「★令和５年度」になっている
か）

○

重点交付金を充当する国庫補助事業において、「妊娠出産子育て支援交付金」以外
の事業の名称を記載していない。

○

金額が千円単位で記入されているか ○

各事業について、実施の確実性が十分に見込まれるものであるか、また、新型コロナ
ウイルスとの関連性が明らかであるか（コロナ対策として追加的に必要になった経費
であるという点等が自治体として整理されているか）

○

○
事業の概要に、①目的・効果、②交付金を充当する経費内容、③積算根拠（対象数、
単価等）④事業の対象（交付対象者、対象施設等）について、記入要領等に基づきそ
れぞれ明記されているか

事業No.7以下の行で、B4を充当していない ○

○

○

○

○

国の予算年度がきちんと選択されているか ○

チェック項目



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画　6月19日提出時確認シート 都道府県・市町村名 岐阜県垂井町

担当部局課名 総務課

担当者氏名 谷野　宏和

①

②

③

④

⑤

確認結果

未確認箇所があります。

D6が「記載有り」の場合、①～⑤を確認のうえ、○を選択してください。
D6が「記載無し」の場合、④、⑤を確認のうえ、○を選択してください。

低所得世帯支援枠を活用した低所得世帯支援に関連する事業を記載しているか 記載有り

本実施計画の事業No.1～No.6への記載の有無　【システムチェック】

本実施計画のNo.7以降に転記された低所得世帯支援枠を活用した低所得世帯支援に関連する事業を、
本実施計画の事業No.1～No.6へ記載する際の確認事項

その他

④を除き、変更はしていない(お手数ですが、5月29日提出分に一致するよう修正してく
ださい。)

本実施計画のNo.7以降に記載していた低所得世帯支援枠を活用した低所得世帯支援
に関連する事業を削除し空欄にする場合、行の削除をしていない

「旧様式」で、重点交付金を充当する場合に記載するB3欄は、本様式では、B3'とB3''に
区分して欄を設けている。これについて必要な修正をしている(詳細についてはQ＆A
「重点交付金」（第5版）の1‐22を確認して下さい。)

本実施計画のNo.7以降に記載していた低所得世帯支援枠を活用した低所得世帯支援
に関連する事業を削除し空欄にする又はNo.1～No.6の事業と重複しない内容に修正し
ている

本実施計画のNo.7以降に記載していた低所得世帯支援枠を活用した低所得世帯支援
に関連する事業を削除し空欄にする場合、当該空欄に別の事業を記載していない

チェック項目



国庫補助事業の名称

交付対象事業（目） 交付対象事業を所掌する大臣

沖縄振興特定事業推進費補助金 内閣総理大臣

地域女性活躍推進交付金 内閣総理大臣

地方創生テレワーク推進交付金 内閣総理大臣

デジタル田園都市国家構想推進交付金 内閣総理大臣

子ども・子育て支援交付金 内閣総理大臣

地域少子化対策重点推進交付金 内閣総理大臣

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金 内閣総理大臣

地域就職氷河期世代支援加速化交付金 内閣総理大臣

地域子供の未来応援交付金 内閣総理大臣

地方消費者行政強化交付金 内閣総理大臣

無線システム普及支援事業費等補助金 総務大臣

情報通信技術利活用事業費補助金 総務大臣

外国人受入環境整備交付金 法務大臣

学校施設環境改善交付金 文部科学大臣

教育支援体制整備事業費補助金 文部科学大臣

教育支援体制整備事業費交付金 文部科学大臣

学校保健特別対策事業費補助金 文部科学大臣

公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金 文部科学大臣

公立学校情報機器整備費補助金 文部科学大臣

学校臨時休業対策費補助金 文部科学大臣

私立高等学校等経常費助成費補助金 文部科学大臣

地方スポーツ振興費補助金 文部科学大臣

文化芸術振興費補助金 文部科学大臣

医療提供体制推進事業費補助金 厚生労働大臣

疾病予防対策事業費等補助金 厚生労働大臣

保健衛生施設等施設整備費補助金 厚生労働大臣

保育対策事業費補助金 厚生労働大臣

保育所等整備交付金 厚生労働大臣

児童福祉事業対策費等補助金 厚生労働大臣

母子家庭等対策費補助金 厚生労働大臣

次世代育成支援対策施設整備交付金 厚生労働大臣

母子保健衛生費補助金 厚生労働大臣

子育て支援対策臨時特例交付金 厚生労働大臣

地域自殺対策強化交付金 厚生労働大臣

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 厚生労働大臣

障害者総合支援事業費補助金 厚生労働大臣



社会福祉施設等施設整備費補助金 厚生労働大臣

精神保健対策費補助金 厚生労働大臣

介護保険事業費補助金 厚生労働大臣

職業能力開発校設備整備費等補助金 厚生労働大臣

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 厚生労働大臣

雇用開発支援事業費等補助金 厚生労働大臣

妊娠出産子育て支援交付金 厚生労働大臣

６次産業化市場規模拡大対策整備交付金 農林水産大臣

農業・食品産業強化対策整備交付金 農林水産大臣

担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金 農林水産大臣

国産農産物生産基盤強化等対策地方公共団体事業費補助金 農林水産大臣

中小企業経営支援等対策費補助金 経済産業大臣

奄美群島振興交付金 国土交通大臣

小笠原諸島振興開発費補助金 国土交通大臣

訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金 国土交通大臣

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金 国土交通大臣

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 環境大臣


